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１．平成16年9月中間期の業績(平成16年 4月 1日～平成16年9月30日)
(1)経営成績                   金額は百万円未満を切り捨て

百万円 % 百万円 % 百万円 %
16年9月中間期 8,811 △ 1.0 746 0.9 581 7.9
15年9月中間期 8,900 △ 7.2 739 29.3 538       49.1

16年3月期 18,345 1,565 1,120

百万円 % 円  銭
16年9月中間期 131      168.8 2.24
15年9月中間期 49          - 0.83
16年3月期 227 3.88

(注)　①期中平均株式数 16年9月中間期　58,649,340株　15年9月中間期　58,663,392株　16年3月期　58,660,079株
　　　②会計処理の方法の変更　　　無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパ－セント表示は、対前年中間期比増減率を示します。

(2)配当状況

円  銭 円  銭
16年9月中間期          -          -
15年9月中間期          -          -
16年3月期          - 2.00

(3)財政状態

百万円 百万円 % 円  銭
16年9月中間期 34,022 14,746 43.3 251.45
15年9月中間期 34,213 14,414 42.1 245.73
16年3月期 35,425 14,827 41.9 252.80

(注)　①期末発行済株式数 16年9月中間期　58,698,864株　15年9月中間期　58,698,864株　16年3月期　58,698,864株
　　　②期末自己株式数 16年9月中間期    　54,864株　15年9月中間期　    38,833株　16年3月期　    44,175株

２．17年3月期の業績予想(平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日)

期末
百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

通  期 18,960 1,420 420 2.00 2.00
(参考)　１株当たり予想当期純利益(通期) 7円15銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は今後様々な
　要因によって予想値と異なる場合があります。

1株当たり株主資本

１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

中間（当期）純利益

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

1株当たり中間
（当期）純利益

売  上  高 営業利益 経常利益

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
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個別中間財務諸表等
　（１）中間貸借対照表

（単位：百万円､端数切り捨て）

期　　別　　

科　　目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

% % % %

(資産の部)

 Ⅰ流　動　資　産

1.現金及び預金 2,260 3,201 2,312 889

2.受取手形 4,797 5,736 4,808 927

3.売掛金 3,463 3,082 3,692 △ 609

4.たな卸資産 3,311 3,248 3,278 △ 29

5.繰延税金資産 125 132 149 △ 16

6.その他 1,810 2,272 2,373 △ 100

　貸倒引当金 △ 3 △ 3 △ 2 △ 0

流動資産合計 15,764 46.1 17,670 51.9 16,611 46.9 1,059 5.0

 Ⅱ固　定　資　産

1.有形固定資産

(1)建物 3,794 3,517 3,694 △ 177

(2)機械及び装置 5,111 4,748 4,914 △ 166

(3)土地 5,437 4,239 6,004 △ 1,764

(4)その他 593 750 578 171

有形固定資産計 14,936 43.7 13,257 39.0 15,193 42.9 △ 1,936 △ 3.9

2.無形固定資産 39 0.1 30 0.1 36 0.1 △ 6 0.0

3.投資その他の資産

(1)投資有価証券 1,463 1,194 1,768 △ 573

(2)関係会社株式 133 150 149 0

(3)繰延税金資産 1,508 1,420 1,333 87

(4)その他 494 416 453 △ 36

　 貸倒引当金 △ 127 △ 116 △ 120 3

投資その他の資産計 3,472 10.1 3,064 9.0 3,584 10.1 △ 520 △ 1.1

固定資産合計 18,448 53.9 16,351 48.1 18,814 53.1 △ 2,462 △ 5.0

34,213 100.0 34,022 100.0 35,425 100.0 △ 1,403      -

増減(A－B)

当中間会計期間末(A) 前事業年度末前事業年度末(B)

(平成16年3月31日現在)

資産合計

(平成16年9月30日現在)

前中間会計期間末

(平成15年9月30日現在)
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（単位：百万円、端数切り捨て）

期　　別　　

科　　目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

% % % %

(負債の部)

Ⅰ流 動 負 債

1.支払手形 1,293 897 1,281 △ 383

2.買掛金 2,495 2,574 2,630 △ 55

3.短期借入金 2,440 2,430 2,880 △ 450

4.未払法人税等 113 134 229 △ 95

5.賞与引当金 292 298 295 3

6.その他 1,841 2,061 2,110 △ 48

流動負債合計 8,475 24.8 8,397 24.7 9,427 26.6 △ 1,030 △ 0.1

Ⅱ固 定 負 債

1.長期借入金 9,400 8,890 9,210 △ 320

2.退職給付引当金 1,923 1,988 1,960 28

固定負債合計 11,323 33.1 10,878 32.0 11,170 31.5 △ 291 △ 1.1

負債合計 19,798 57.9 19,276 56.7 20,597 58.1 △ 1,321 △ 1.2

(資本の部)

Ⅰ資　本　金 8,062 23.5 8,062 23.6 8,062 22.8 -         0.1

Ⅱ資本剰余金

1.資本準備金 2,015 2,015 2,015 -         

2.その他資本剰余金 4,339 4,339 4,339 -         

資本剰余金合計 6,354 18.6 6,354 18.7 6,354 17.9 -         0.1

Ⅲ利益剰余金

1.中間(当期)未処分利益 49 0.1 242 0.7 227 0.7 14 0.6

Ⅳその他有価証券評価差額金 △ 48 △ 0.1 91 0.3 186 0.5 △ 94 0.4

Ⅴ自己株式 △ 2 △ 0.0 △ 4 △ 0.0 △ 3 △ 0.0 △ 1 0.0

資本合計 14,414 42.1 14,746 43.3 14,827 41.9 △ 82 1.2

34,213 100.0 34,022 100.0 35,425 100.0 △ 1,403 -

前事業年度末

増減(A－B)

負債及び資本合計

(平成16年9月30日現在)

当中間会計期間末(A) 前事業年度末(B)

(平成16年3月31日現在)

前中間会計期間末

(平成15年9月30日現在)
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　（２）中間損益計算書

（単位：百万円、端数切り捨て）

期　　別　　 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自平成15年4月 1日 (自平成16年4月 1日 (自平成15年4月 1日

　 　至平成15年9月30日) 　至平成16年9月30日) 　至平成16年3月31日)

科　　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率 金　額 百分比

% % % %

Ⅰ売 上 高 8,900 100.0 8,811 100.0 △ 89 △ 1.0 18,345 100.0

Ⅱ売上原価 6,654 74.8 6,529 74.1 △ 125 △ 1.9 13,835 75.4

売上総利益 2,246 25.2 2,282 25.9 36 1.6 4,510 24.6

Ⅲ販売費及び一般管理費 1,507 16.9 1,536 17.4 29 1.8 2,944 16.1

営業利益 739 8.3 746 8.5 7 0.9 1,565 8.5

Ⅳ営業外収益

1.受取利息 4 4 0 7

2.その他 17 23 6 34

計 21 0.2 28 0.3 6 33.8 41 0.2

Ⅴ営業外費用

1.支払利息 115 109 △ 5 226

2.出向者負担金 46 21 △ 24 86

3.その他の費用 60 61 0 173

計 222 2.5 192 2.2 △ 29 △ 13.7 486 2.6

経常利益 538 6.0 581 6.6 42 7.9 1,120 6.1

Ⅵ特別利益

1.固定資産売却益 -          -     1,216 13.8 1,216 549 3.0

Ⅶ特別損失

1.固定資産売却損 -          1,196 1,196 -          

2.退職給付会計基準

変更時差異償却 327 327 0 655

3.役員退職慰労金 49 36 △ 13 49

4.開発事業整理損 -          -          -          405

計 376 4.2 1,560 17.7 1,183 315.0 1,109 6.1

税引前中間(当期)純利益 161 1.8 237 2.7 75 -     559 3.0

法人税､住民税及び事業税 122 1.4 112 1.3 △ 10 353 1.9

法人税等調整額 △ 9 △ 0.1 △ 6 △ 0.1 3 △ 20 △ 0.1

中間(当期)純利益 49 0.5 131 1.5 82 168.8 227 1.2

-          110 110 -          

中間(当期)未処分利益 49 242 193 227

前期繰越利益

増　　減

前年同期比
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重要な会計方針

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自　平成15年4月 1日 (自　平成16年4月 1日 (自　平成15年4月 1日

 至　平成15年9月30日)  至　平成16年9月30日)  至　平成16年3月31日)

１ 資産の評価基準 （1)たな卸資産 （1)たな卸資産 （1)たな卸資産

及び評価方法 製品、原材料、貯蔵品は総平 同左 同左

均法による原価基準、仕掛品

はｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部門の一部につ

いては個別法による原価基準、

その他は総平均法による原価

基準。

（2)有価証券 （2)有価証券 （2)有価証券

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価基準 同左 同左

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基 同左 決算日の市場価格等に基づく

づく時価基準。評価差額は全 時価基準。評価差額は全部資

部資本直入法で処理し、売却 本直入法で処理し、売却原価

原価は移動平均法により算定 は移動平均法により算定して

しております。 おります。

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価基準 同左 同左

（3)デリバティブ （3)デリバティブ （3)デリバティブ

時価法 同左 同左

２．減価償却資産の減 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産

価償却の方法 　定額法 同左 同左

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産

　定額法 同左 同左

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備 同左 同左

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与 同左 同左

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自　平成15年4月 1日 (自　平成16年4月 1日 (自　平成15年4月 1日
 至　平成15年9月30日)  至　平成16年9月30日)  至　平成16年3月31日)

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた 同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退 め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見 職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期 込額に基づき計上しておりま

間末において発生していると す。なお、会計基準変更時差

認められる額を計上しており 異については、５年による按

ます。なお、会計基準変更時 分額を費用処理しております。

差異については、５年による また、数理計算上の差異につ

按分額を費用処理しておりま いては、その発生時の従業員

す。 の平均残存勤務期間以内の一

また、数理計算上の差異につ 定の年数(１０年)による定額

いては、その発生時の従業員 法により発生の翌事業年度か

の平均残存勤務期間以内の一 ら費用処理することとしてお

定の年数(１０年)による定額 ります。

法により発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしてお

ります。

４．リ－ス取引の処理 リ－ス物件の所有権が借主に 同左 同左

方法 移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リ－ス取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっており 同左 同左

ます。なお、個別に為替予約

を付した外貨建金銭債権債務

等については振当処理を行っ

ており、また、特例処理の要

件を満たす金利スワップ取引

については特例処理によって

おります。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段として為替予約取 同左 同左

引及び金利スワップ取引を利

用しております。ヘッジ対象

は為替及び金利の相場変動に

よる損失の可能性がある資産

又は負債であります。

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針

当社のリスク管理規程に基づ 同左 同左

き、外貨建債権債務に係る為

替相場の変動リスク及び借入

金の金利変動リスクを回避す

るため、ヘッジ取引を実施し

ております。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自　平成15年4月 1日 (自　平成16年4月 1日 (自　平成15年4月 1日
 至　平成15年9月30日)  至　平成16年9月30日)  至　平成16年3月31日)

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引は、特例処 同左 金利スワップ取引は、特例処

理の要件を満たしており、中 理の要件を満たしており、決

間決算日における有効性の評 算日における有効性の評価を

価を省略しています。また、 省略しています。また、為替

為替予約の締結時に、リスク 予約の締結時に、リスク管理

管理方針に従って、外貨建に 方針に従って、外貨建による

よる同一金額で同一期日の為 同一金額で同一期日の為替予

替予約をそれぞれ振当ててい 約をそれぞれ振当てているた

るため、中間決算日における め、決算日における有効性の

有効性の評価は省略しており 評価は省略しております。

ます。

６．その他中間財務諸 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理

表作成のための重 消費税及び地方消費税の会計 同左 同左

要な事項 処理は、税抜方式によってお

ります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額

23,123 百万円 23,474 百万円 23,336 百万円

２．偶発債務 ２．偶発債務 ２．偶発債務

　　金融機関からの借入に対する保証 　　金融機関からの借入に対する保証 　　金融機関からの借入に対する保証

　　神鋼鋼線 　　神鋼鋼線 　　神鋼鋼線

　　ステンレス(株) 902 百万円 　　ステンレス(株) 807 百万円 　　ステンレス(株) 855 百万円

　　コウセン 　　コウセン 　　コウセン

　　サ-ビス(株) 306 百万円 　　サ-ビス(株) 270 百万円 　　サ-ビス(株) 288 百万円

　　(株)ケーブル 　　(株)ケーブル 　　(株)ケーブル

　　テック 47 百万円 　　テック 35 百万円 　　テック 41 百万円

　　従業員(震災 　　従業員(震災 　　従業員(震災

　　特別借入) 27 百万円 　　特別借入) 4 百万円 　　特別借入) 12 百万円

計 1,283 百万円 計 1,116 百万円 計 1,196 百万円

３．受取手形割引高 ３．受取手形割引高 ３．受取手形割引高

1,270 百万円 310 百万円 1,270 百万円

４．消費税等の取扱い ４．消費税等の取扱い

　　仮払消費税等及び仮受消費税等 同　左

　　は相殺の上、流動負債の「その ―――

　　他」に含めて表示しております。

（中間損益計算書関係）

１.減価償却実施額 １.減価償却実施額 １.減価償却実施額

　有形固定資産 432 百万円 　有形固定資産 401 百万円 　有形固定資産 850 百万円

　無形固定資産 7 百万円 　無形固定資産 6 百万円 　無形固定資産 14 百万円

　　　　　　　　　　　　――― ２.固定資産売却益の内容 ２.固定資産売却益の内容

　土地売却益 1,539 百万円 　土地売却益 609 百万円

　建物及び構築物除却損等 322 百万円 　建物及び構築物除却損等 59 百万円

　　　　　　　差　　引 1,216 百万円 　　　　　　　差　　引 550 百万円

　　　　　　　　　　　　――― ３.固定資産売却損の内容 　　　　　　　　　　　　―――

　土地売却損 1,195 百万円

　鑑定料等 0 百万円

　　　　　　　差　　引 1,196 百万円

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
(平成15年9月30日) (平成16年9月30日) (平成16年3月31日)

 至　平成15年9月30日)  至　平成16年9月30日)  至　平成16年3月31日)

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度末

(自　平成15年4月 1日 (自　平成16年4月 1日 (自　平成15年4月 1日
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リース取引

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転 １．リ－ス物件の所有権が借主に移転 １．リ－ス物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ すると認められるもの以外のファイ すると認められるもの以外のファイ

ナンス ・リ－ス取引 ナンス ・リ－ス取引 ナンス ・リ－ス取引

(1)リ－ス物件の取得価額相当額、減 (1)リ－ス物件の取得価額相当額、減 (1)リ－ス物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残 価償却累計額相当額及び中間期末残 価償却累計額相当額及び期末残高相

高相当額 高相当額 当額
取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 期末残高

相当額 計額相当額 残高相当額 相当額 計額相当額 残高相当額 相当額 計額相当額 相当額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

機械及び 機械及び 機械及び

装置 8 4 4 装置 8 5 3 装置 16 5 9
有形固定 有形固定 有形固定

資産その他 132 74 57 資産その他 115 73 42 資産その他 132 84 47
無形固定 無形固定 無形固定

資産 17 9 7 資産 17 13 3 資産 17 11 5

合計 158 88 69 合計 141 92 49 合計 166 103 63

(2)未経過リ－ス料中間期末残高相 (2)未経過リ－ス料中間期末残高相 (2)未経過リ－ス料期末残高相当額

　当額 　当額

１年内 27 百万円 １年内 23 百万円 １年内 26 百万円

１年超 44 百万円 １年超 28 百万円 １年超 39 百万円

計 72 百万円 計 51 百万円 計 65 百万円

(3)支払リ－ス料、減価償却費相当 (3)支払リ－ス料、減価償却費相当 (3)支払リ－ス料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 額及び支払利息相当額 額及び支払利息相当額

支払リース料 17 百万円 支払リース料 15 百万円 支払リース料 33 百万円

減価償却費相当額 15 百万円 減価償却費相当額 13 百万円 減価償却費相当額 30 百万円

支払利息相当額 1 百万円 支払利息相当額 1 百万円 支払利息相当額 2 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数として、残存 同左 同左

存価額を零とする定額法によってお

ります。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価 同左 同左

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法

によっております。

有価証券関係

前中間会計期間末 (平成15年4月１日から平成15年9月30日まで)

時価のある子会社株式及び関連会社株式はありません。

当中間会計期間末 (平成16年4月1日から平成16年9月30日まで)

　　　　 時価のある子会社株式及び関連会社株式はありません。

前事業年度末 　　(平成15年4月1日から平成16年3月31日まで)

時価のある子会社株式及び関連会社株式はありません。

前事業年度

(自　平成15年4月 1日
 至　平成16年3月31日)

前中間会計期間

(自　平成15年4月 1日
 至　平成15年9月30日)

当中間会計期間

(自　平成16年4月 1日
 至　平成16年9月30日)
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